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HR Transformationサービスのご紹介
人事部改革：「間接」から「戦略」へ

経営・事業ニーズに応える人事部へ
経営者の63% ・・・M&Aにあたり人事部に相談しないという実態*1

M&A、グローバル展開、制度改正など複雑で広範囲に渡る経営課題の解決において、効果的な人事業務オ

ペレーションの実現が重要な成功要因として位置付けられる事例が多くの企業から報告されています。これ

に伴い、経営者から人事への期待も高まっており、「人を管理する人事」から「事業の成長と成功を支える人

事」への変革が必要とされています。

事業の成長の為にグローバル化やグループ再編が必要だとすれば、業務オペレーションの再構築や、人材

構成の最適化、次世代リーダーの育成などは必須の課題です。これらの課題解決に向けて、人事部がリー

ド役を務めてくれるはずだと経営者は期待します。しかし、経営者の視点では、ビジネスニーズに応える人材

マネジメント上の課題解決率は4％*1にすぎません。

なぜ、人事部は、経営者からの期待に応えられないのでしょうか。当社が実施した調査からも、人事部が

ルーチンに忙殺されており、各組織機能もルーチン業務を主眼として構築されていることが報告されています。

これらに起因して、業務オペレーションの効率化や人事機能の高度化に向けた改革が置き去りにされている

というのが現況といえます。

当社のHR Transformationサービスは、人事部における業務上の問題解決に貢献し（下図）、経営ニーズに

応えるためのオペレーション基盤の効率化と人事機能の高度化に向けたアプローチやツールの整備を支援

します。
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*1 出所:  Aligned at the Top, a global survey on people and business challenges conducted by 
Deloitte Touche Tohmatsu and the Economist Intelligence Unit, 2007

*2 人事システムの導入・保守・運用維持費用の総額のこと: Total Cost of Ownershipの略
*3 従業員等の要求レベルと人事部における業務オペレーションのバランスを考慮して、人事部の役割や

業務の品質を決定すること

人事部業務が経営・事業ニーズと乖離している例 当社サービスが貢献できること

【システム導入支援サービス】
中長期的な視野のもと、クライアントの戦略、業務、カルチャー
に適合したシステム導入のオプションを提示し、効率的なシス
テム導入とTCO*2削減に貢献します

【タレントマネジメントプログラム導入支援サービス】
事業戦略上重要な人材を定義した上で、適切なツールを用いて
人材を“見える化”し、その育成アプローチを策定することで、配
置計画と人材育成計画の確立に貢献します

人事部が従業員等に提供するサービスの基準*3がない

人事オペレーションにかかるコストが高い

必要な情報が迅速に取り出せない、または情報が無い

人事情報を経営・事業ニーズに活用できていない

【アウトソーシング/シェアード導入支援サービス】
業務にかかるコストやサービスレベルを診断し、業務改革や組
織改革まで踏み込んで運用形態を検討することで、効率性と
サービスレベルのバランスが取れた運用の確立に貢献します

【ワークフォースプラン導入支援サービス】
コアセグメントに必要とされる役割・要員数・スキルを定義した
上で、現状課題の明確化と人件費等の制約事項を踏まえた改
善施策を策定し、要員計画と人件費計画の確立に貢献します
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サービス領域 サービス提供アプローチのポイント

タレントマネジメントプログラム
導入支援サービス

• 事業戦略の実行に大きな影響を与えるキーポストを特定します

• キーポストに必要なコンピテンシーを定義します

• 簡易ツールを用いて、必要なコンピテンシーを持つ人材とその候補者を把握します

• 上記情報をインプットとして、あるべき人材と現況のGAP改善施策（育成計画や配置転換
案や登用計画案）を策定します

ワークフォースプラン導入支援
サービス

• 経営戦略から落としこまれた目標値/生産性指標（KPI）と組織構造をインプットとして、
各ワークフォースセグメントのあるべき要員数を算出します

• 営業や管理など、職種別に必要な共通・個別コンピテンシーやスキルを定義します

• 上記情報をインプットとして、各ワークフォースセグメントに必要な人材の数・質の課題を
特定し、配置転換を含む改善施策を策定します

システム導入支援サービス

• 経営戦略、IT戦略を踏まえ、現状調査による課題解決の方向性を検討した上で、システ
ム構想計画を策定します

• パッケージ/ベンダーへの要求事項を包括的、具体的に定義し、明確でバランスのとれた
評価基準に基づいてパッケージ/ベンダーを評価します

• 様々なリスクを考慮し、実現可能で効率的なシステム導入計画を策定します

• プロジェクト間の整合性を確保しつつ、プロジェクトマネジメントを実行します

アウトソーシング/シェアード
導入支援サービス

• 業務オペレーションに要するコストとサービスレベルの現況を調査し、課題解決に有効な
複数の運用形態を評価した上で、効率的な運用形態とコスト指標を定義します

• 移管対象とする業務を定義し、業務改革や組織改革まで踏み込んで導入後の運用を
設計します

• 様々なリスクを考慮し、実現可能で効率的な移行計画を策定します

• プロジェクト間の整合性を確保しつつ、プロジェクトマネジメントを実行します

• 導入後のサービスレベルの確保とコスト削減を目的としてSLA*4を策定します

人事業務の効率化と人事機能の高度化に向けた統合的なサービスアプローチ

構想立案から導入・定着

までの一貫したサービス

独自のメソドロジと

専門知識の提供

インダストリーナレッジの

提供

私達は進化プランの立案から実施・定着までの一貫したサービスを日本のみならず海外のDeloitteとのシーム

レスな体制によって提供することで、人事部機能の効率化・高度化の確実な価値の創出を支援します。

業務・組織・ＩＴはもちろんのこと、新たな業務にスムーズに移行するためのトレーニング、変革にあたっての抵

抗に対する対応、情報保護やコンプライアンス遵守、グローバルシェアード等で問題となる税務観点からの最

適化など、一般的には企業としての蓄積が困難なノウハウについても独自のメソドロジを有しており、コンサル

タントが持つ専門的な知識と共に提供します。

各インダストリーに特有な経営課題やベストプラクティスについても、私達は経験と知識を十分に蓄積していま

す。コンサルティングサービスの実施にあたっては、インダストリーに特化したコンサルタントが参画し、より確実

かつより効果的な支援を提供します。

HR Transformationサービスの概要

*4 SLA:  品質保証契約のこと（Service Level Agreement)
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